


































































































































































































































































































































































平成23年度予算説明書の修正について

標記の件につきまして、下記の誤りがありましたので、修正いたします。

ご迷惑をおかけしますが、よろしく御願いします。

P172・P173の上段の表

２．一  般  職

（１）総       括

人 千円

279

297

△ 18

正1,103,222

正△32,082

1,135,304

千円

883,186

876,088

7,098

千円

誤1,135,292

給 料 職 員 手 当

給 与

報 酬

誤△12

職 員 数

比 較

区      分

本 年 度

前 年 度



正1,986,408 正2,328,807

正△24,984 正△22,206

共 済 費

千円 千円

342,399

339,621

2,778

誤2,018,478

2,011,392

誤7,086

2,351,013

誤9,864

計
合 計

千円

誤2,360,877

備 考
費



P174

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分 増 減 額 説　　明

千円 千円

正△32,082 給与改定の状況

％

20,589

月 242 人

正△51,844 本年度 279 人 人 人

誤△19,774 前年度 297 人 人 人

増減 人 人 人

22 人

0 人

11 人

4 人

職 員 7,098

手 当 14,175

備　　　　　　考

給 与 改 定 に

伴 う 増 減 分

増 減 事 由 別 内 訳

月

給 与 の 改 定 率

給 与 改 定 実 施 時 期

給 料 誤△12 △ 827

（その他） （計）

％

月1222 年

％

年

職員数の異動状況

△ 0.11給 与 の 改 定 率

給 与 改 定 実 施 時 期

1

前年度

本年度

平均昇給率

昇給期別職員数

2.83

（昇給期） （職員数）昇 給 に 伴

う 増 加 分

扶 養 手 当

地 域 手 当

採用・退職の状況

２１年度中退職者

（現に在職する職員数）

２３年度中採用者（見込）

２２年度中採用者

２２年度中退職者（見込）

教 職 員 手 当

退 職 手 当時間外勤務手当

伴 う 増 減 分 特 殊 勤 務 手 当

通 勤 手 当

そ の 他 の

増 減 分

制 度 改 正 に

宿 日 直 手 当

管 理 職 手 当

期 末 手 当住 居 手 当

279

297

△ 18△ 18

14,175

勤 勉 手 当

子 ど も 手 当
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